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      DIPN28 – 外国税を損金不算入に方針転換  
2019年7月19日、香港税務局（IRD）は実務解釈指針第28号「事業所得税：外国税の損
金算入」（DIPN28）の改訂を発表した。IRDの実務関連通知のなかでも僅か5ページの指針改
訂発表だが、そのIRDの解釈は法令及び実務に関するこれまでの解釈とは大きく異なり、議論を引
き起こすものである。 
具体的に言うと、IRDは税務条例（IRO）第16条(1)の損金算入の一般規則に基づき、総所得に
課される外国税（例えば、ロイヤリティ、サービス料及びマネジメント料の総額に課される源泉徴収税）
を今後損金不算入とするという見解を示した。注目すべきは、2019年7月19日のDIPN28改訂の公
表から1か月後に、源泉税を損金不算入とすることを明記した更新版がIRDから発表されたことである。 

2019年7月以前の解釈の概要 

IRO（第17条(1)(b)及び第17条(1)(g)）に基づき、事業所得税の支払額又は類似の外国税
を損金算入することは、原則認められない。ただし、IRO第16条(1)(c)に基づき、外国税が、香港
の事業所得税（すなわち総所得ではなく利益に対する課税）と実質的に同類であり、IROの特定
のみなし規定に従い事業所得税の対象となる金額に対して課される場合、その外国税を損金算入
することが認められていた。 

一方、1991年の調停機関による決定（D43/91）では、総所得に課される税額は、IRO第16
条(1)が示すところの利益創出時に発生した支出又は経費に該当し、IRO第17条(1)(b)を根拠と
して損金算入されるべきであると判断された。 

さらに、香港政府財政長官が1997－1998年の予算演説で以下のように述べ、この法解釈を支
持している。 

「．．．（外国源泉税の）損金算入は、（香港で）支店を経営している香港領域外の企業に
は適用されません。しかし、収益又は売上に課される外国源泉税は合法的な経費であり、当該企
業の居住状況にかかわらず、課税対象となる利益を決定する際に損金算入されるべきであるとした
判決があります。IRDは、実務上、その判決に準拠します。このような判断が、香港領域外の企業に
よる香港での支店設立及び経営を促進するきっかけとなり、国際金融センターとしての私たちの立場
を強固なものにすると考えます。」 

改訂前のDIPN28はこの見解と一致しており、外国税額がIRO第16条(1)(c)に定めた損金算入の
条件に該当しない場合でも、利益が創出されたかどうかにかかわらず、当該税額は負担されるべき経
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費であり、利益処分に該当しないのであれば、IRO第16条(1)の損金算入に関する一般規則に従い
損金算入できることを明確にしていた。 

外国源泉税に対する香港政府の従来の対応 

DIPN28の改正前はD43/91に準じて、マネジメント料、利息及びロイヤリティを含む総所得に課され

る外国源泉税は損金算入することができた。外国源泉税に対する長年の原則は以下のとおりである1。 

(i) 香港と二重課税防止協定（DTA）を締結している国によって課される外国源泉税に関して、当
該源泉税に対する未払事業所得税との相殺による控除は認められるが、当該源泉税の損金算
入は認められない。 

(ii) 香港とDTAを締結していない国によって課される外国源泉税に関して、損金算入は認められるが、
香港の未払事業所得税との相殺による控除は認められない。 

1 （i）（ii）ともに、関連収益が香港の事業所得税の対象となることが前提。 

最近の法改定 

2018年にIRO第16条(1)(c)が修正され、第16条(2J)が導入された。この改正により、香港がDTA
を締結している税務管轄区域において支払われる税金は第16条(1)(c)（利益課税タイプの外国税
の損金算入）の適用外となった。これは税額控除の対象となることを鑑みれば、IROにおける妥当な
改定といえるだろう。 

主な変更からもたらされる懸念事項 

従来の解釈からの変更 

— 改訂DIPN28では以下のように述べている。 

第1段落：「利益又は収益に課される税金は利益処分であり、課税対象となる利益を創出する
際に発生した支出又は経費ではない。そのため当該税額は損金算入されない。貿易、専門的
職業又は事業において課税対象となる利益とは事業所得税を損金算入する前の利益のことであ
り、損金算入した後の利益ではない。」（太字部分 KPMG強調） 

— 改訂DIPN28では以下の文言が削除された。 
「．．．税金は、利益が創出されたか否かにかかわらず、（利益ではなく）収益に対して支払う
べき費用であると明確に説明することができる。当該税金は利益処分ではないため、IRO第16条
(1)に基づき損金算入が認められる。 
一般的に、そのような外国税は、利息又はロイヤリティ等により創出される収益に対し源泉税とい
う形で課される。」 
 

上記の潜在的な影響 

グローバル若しくは地域の統括会社が香港に所在する多国籍グループ、又は香港にサービスセンター
を置く、若しくは知的財産を保有しているグループ、更には香港に所在する単独のサービスプロバイダ
ーにとっても、この方針の変更は大きなマイナス影響となり、香港における事業運営コスト全体が増
大する可能性がある。 

IRO第16条(1)(c)における損金算入項目の明確化 

第2段落：「第16条(1)(c)の規定の対象である利益又は所得に課される外国税（例えば、ロイ
ヤリティ、ライセンス料、サービス料及びマネジメント料に課される源泉徴収税）は、損金算入されな
い。」 
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上記の潜在的な影響 

多かれ少なかれ、この条文の影響そのものが議論の的となると考えられる。IRO 第16条(1)(c)では
以下の2つの条件が両方が満たされる場合に、外国所得税は損金算入されると定めている。 

(i) 外国税が、IROに基づき課される税金（つまり総所得ではなく利益に課される税金）と実質的に
同類の性質をもつこと。 

(ii) 当該所得が、第15条の特定のみなし規定に基づき課税対象とみなされること。特定のみなし規
定とは以下を指す。 

 

みなし規定 みなし規定が適用される所得 

第15条(1)(f) 利息 

第15条(1)(g) 利息 

第15条(1)(j) 預金証書又は為替手形の処分／満期時の償還による利益 

第15条(1)(k) 預金証書又は為替手形の処分／満期時の償還による利益 

第15条(1)(l) 預金証書又は為替手形の処分／満期時の償還による利益 
 

IRO第16条(1)(c)の適用範囲は非常に狭く、事業所得税（つまり総収入ではなく利益に課され
る税金）と実質的に同類の外国税に限定されている。また収益は、第14条の一般的な課税に関
する規定の下では課税対象とならない「利息」又は関連する負債証券から発生する必要がある。 

上記に基づくと、第16条(1)(c)の適用範囲には、ロイヤリティ、ライセンス料、サービス料及びマネジ
メント料は一切含まれず、また含まれる余地もない。そのためこの改訂内容は、今までの実務慣行を
著しく逸脱しているとの議論が生じる可能性がある。
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KPMGの所見 

香港は改訂DIPN28によって、従来の実務からの大きな転換期を迎えた。この
転換の主なきっかけとなったのは、香港の事業所得税の課税対象である外国
収益に対する外国税について、IRDがIRO 第16条(1)の適用解釈を変更し
たことである。この変更は、幅広い産業やグループの納税者に大きな影響を及
ぼすものである。2018年4月1日から開始する事業年度から効力が発生して
いるという事実を鑑みれば、会社の取引内容と過年度の税額計算を見直し、
この変更による影響の有無を確認することを推奨する。 

改訂DIPN28における外国税の損金算入に関するIRDの解釈は、少なくとも困
惑させるものである。IRO第16条(2J)の趣旨が、前述した第16条(1)(c)に基づ
く損金算入の限定適用を認めないことは明らかである。これらの条項によって、総
所得に課される源泉税や他の税金の原則がどのように拡大するのかは不明である。 

IRDが少なくとも（2019年7月に発表した）改訂DIPN28の初版に戻すか、
従来の解釈に戻すよう、KPMGは強くおすすめしたい。 

最後になるが、DIPNは納税者に情報及び指針を提供するために発行されており、
法的拘束力はなく、税務局局長、調停機関又は裁判所への個人の異議又は
不服申立ての権利に影響を及ぼすものではないことを申し添える。 

 

お問い合わせ及びサポートは、貴社の税務アドバイザーまたはKPMGの税務アド
バイザーまでご連絡ください。なお、日本語でのお問い合わせは、下記担当者まで
ご連絡ください。 
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